
看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン 別表11
保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度（改正案）
■「個人／家族」: 個人や家族を対象とした卒業時の到達度
■「地域(集団／組織)」: 集団（自治会の住民、要介護高齢者集団、管理的集団、小学校のクラス等）や組織（自治体、事業所 、学校等)を含む

地域の人々を対象とした卒業時の到達度
■卒業時の到達度レベル
Ⅰ：少しの助言で自立して実施できる
Ⅱ：指導の下で実施できる(指導保健師や教員の指導の下で実施できる)
Ⅲ：学内演習で実施できる(事例等を用いて模擬的に計画を立てることができる又は実施できる)
Ⅳ：知識として分かる

実践能力

卒業時の到達目標 到達度

大項目 中項目 小項目
個人/
家族

地域
(集団/
組織)

Ⅰ．地域
の健康課
題の明確
化と計
画・立案
する能力

1.地域の
健康課題
を明らか
にし、解
決・改善
策を計
画・立案
する

A.地域の
人々の生
活と健康
を多角
的・継続
的・包括
的にアセ
スメント
する

1
身体的・精神的・社会文化的側面から発達段階も踏まえて客観的・主観的
情報を収集し、アセスメントする

Ⅰ Ⅰ

2 社会資源について情報収集し、アセスメントする Ⅰ Ⅰ

3
生活環境について、物理的（気候、空気、水等）及び社会的（文化、人間
関係、経済等）側面から情報を収集しアセスメントする

Ⅰ Ⅰ

4
対象者の属する地域・職場／学校生活集団について情報を収集し、アセス
メントする

Ⅰ Ⅰ

5 健康問題を持つ当事者の視点を踏まえてアセスメントする Ⅰ Ⅰ

6 系統的・経時的に情報を収集し、継続してアセスメントする Ⅰ Ⅰ

7
収集した情報を統合してアセスメントし、地域(集団／組織)の特性を明確
にする

Ⅰ Ⅰ

B.地域の
顕在的、
潜在的健
康課題を
明確にす
る

8 顕在化している健康課題を明確にする Ⅰ Ⅰ

9
健康課題を持ちながらそれを認識していない・表出しない・表出できない
人々を把握する

Ⅰ Ⅱ

10 潜在化している健康課題を明確にし、今後起こり得る健康課題を予測する Ⅰ Ⅱ

11
地域の人々の持つ力（健康課題に気づき、解決・改善、健康増進する能
力）を把握する

Ⅰ Ⅰ

C.地域の
健康課題
に対する
活動を計
画・立案
する

12 健康課題について多角的に判断し、優先順位を付ける Ⅱ Ⅱ

13 健康課題に対する解決・改善に向けた目的・目標を設定する Ⅰ Ⅰ

14 地域の人々に適した支援方法を選択する Ⅰ Ⅰ

15 目標達成の手順を明確にし、実施計画を立案する Ⅰ Ⅰ

16 評価の項目・方法・時期を設定する Ⅰ Ⅰ

Ⅱ.地域
の健康増
進能力を
高める個
人・家
族・集
団・組織
への継続
的支援と
協働・組
織活動及
び評価す
る能力

2. PDCA
サイクル
に基づき、
地域の
人々・関
係者・関
係機関等
と協働し
て、健康
課題を解
決・改善
し、健康
増進能力
を高める

D.活動を
展開する

17 地域の人々の持つ力を引き出し、高めるよう支援する Ⅱ Ⅱ

18 地域の人々が意思決定できるよう支援する Ⅱ Ⅱ

19 健康課題に応じた訪問・相談による支援を行う Ⅱ Ⅱ

20 健康課題に応じた健康教育による支援を行う Ⅱ Ⅱ

21 地域組織・当事者グループ等の育成及び活動の支援を行う Ⅰ Ⅱ

22 活用できる社会資源及び協働できる機関・人材について、情報提供をする Ⅰ Ⅰ

23 支援目的に応じて社会資源を活用する Ⅱ Ⅱ

24
当事者及び関係者・関係機関（産業保健・学校保健を含む）等でチームを
組織する

Ⅱ Ⅱ

25 集団的・組織的アプローチ等を組み合わせて活動する Ⅰ Ⅱ

26 地域・職場・学校等の場において法律や条例等を踏まえて活動する Ⅰ Ⅰ

27 目的に基づいて活動を記録する Ⅰ Ⅰ

表１

※ 保健師の技術は広範囲であり、別表11の大項目や中項目のみならず、小項目の中にも含まれている。実際の保健活動では、個人や家族、
地域(集団／組織)の状況に応じてそれらを複数組み合わせて提供する。

参考資料１（看護基礎教育検討会報告書（R1.10.15 厚生労働省）抜粋）
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参考資料①（看護基礎教育検討会報告書（R1.10.15 厚生労働省）抜粋）
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実践能力

卒業時の到達目標 到達度

大項目 中項目 小項目
個人/
家族

地域
(集団/
組織)

E.地域の
人々・関係
者・関係機関
等と協働する

28 協働するためのコミュニケーションをとりながら信頼関係を築く Ⅰ Ⅰ

29 活動目的及び必要な情報を共有する Ⅰ Ⅱ

30 相互の役割を認識し、連携・協働する Ⅱ Ⅱ

F.活動を評
価・フォロー
アップする

31 活動の評価を行う Ⅰ Ⅰ

32 評価結果を活動にフィードバックする Ⅰ Ⅰ

33 継続した活動が必要な対象を判断する Ⅰ Ⅱ

34 必要な対象に継続した活動を行う Ⅱ Ⅱ

Ⅲ.地域
の健康危
機管理能
力

3.地域の
健康危機
管理を行
う

G.平時から健
康危機管理体
制を整える

35
健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害等）の発生予防・減災
対策を講じる。

Ⅱ Ⅲ

36 健康危機の発生予防・減災対策の教育活動を行う Ⅱ Ⅱ

37 健康危機管理体制を整える Ⅲ Ⅲ

38 生活環境の整備･改善について提案する Ⅱ Ⅲ

H.健康危機の
発生に対応す
る

39 健康危機に関する情報を迅速に把握し、対応する Ⅲ Ⅲ

40 関係者・関係機関等の役割を明確にし、連絡・調整を行う Ⅲ Ⅲ

41 保健・医療・介護・福祉等のシステムを効果的に活用する Ⅲ Ⅲ

42 健康危機の原因究明を行い、解決・改善・予防策を講じる Ⅲ Ⅲ

43 健康危機の増大を防止する Ⅲ Ⅲ

I.健康危機か
らの回復に対
応する

44 健康危機の発生からの回復に向けた支援を行う Ⅲ Ⅲ

45 健康危機への対応と管理体制を評価し、見直す Ⅳ Ⅳ

Ⅳ.地域
の健康水
準を高め
る事業
化・施策
化・社会
資源開
発・シス
テム化す
る能力

4.地域の
人々の健
康を保障
するため
に、公
平・公正
に制度や
資源を管
理・開発
する

J.事業化する 46 必要な情報を収集し、事業化の必要性を明確にする Ⅰ

47
事業化の必要性を地域の人々や関係する部署・機関に対し根拠に
基づき説明する

Ⅲ

48
地域の人々の特性・ニーズ等の根拠に基づき、法や条例、組織
（行政・事業所・学校等）の基本方針・基本計画との整合性を踏
まえて事業を立案する

Ⅲ

49 予算の仕組みを理解し、根拠に基づき事業の予算案を作成する Ⅳ

50 事業化のために、関係する部署・機関と協議・交渉する Ⅲ

51 立案した事業を実施し、安全（面）を含めた進行管理を行う Ⅳ

52
事業をストラクチャー・プロセス・アウトカム・アウトプットの
観点から評価し、成果を説明する

Ⅲ

K.施策化する 53 地域及び組織の基本方針・基本計画の策定に関与する Ⅳ

54 必要な情報を収集し、施策化の必要性を明確にする Ⅰ

55
施策化の必要性を地域の人々や関係する部署・機関に対し根拠に
基づき説明する

Ⅲ

56 施策化のために、関係する部署・機関と協議・交渉する Ⅲ

57
地域の人々の特性・ニーズ等の根拠に基づき、法や条例、組織
（行政・事業所・学校等）の基本方針・基本計画との整合性を踏
まえて施策を立案する

Ⅲ

58 立案した施策を実施し、進行管理を行う Ⅳ

59
施策をストラクチャー・プロセス・アウトカム、アウトプットの
観点から評価し、成果を説明する

Ⅳ

看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン 別表11
保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度（改正案）



実践能力

卒業時の到達目標 到達度

大項目 中項目 小項目
個人/
家族

地域
(集団/
組織)

L.社会資源を
活用・開発・
管理する

60
活用可能な既存の社会資源とその利用上の課題及び新たな社会資
源の開発の必要性を明確にする

Ⅲ

61
地域組織やサービスを既存の社会資源として活用、または開発す
る方法を選定する

Ⅲ

62
サービスを既存の社会資源として活用、または必要な社会資源を
開発する

Ⅲ

63
健康課題にかかわる社会資源が機能しているか継続的に評価・改
善する

Ⅲ

64 健康課題にかかわる社会資源の質管理をする Ⅳ

M.ケアシステ
ムを構築する

65 ケアシステムを構築する必要性を明確にする Ⅰ

66
関係する部署・機関や地域の人々と協働してケアシステムを構築
する

Ⅲ

67 ケアシステムが機能しているか継続的に評価する Ⅲ

Ⅴ.専門
的自律と
継続的な
質の向上
能力

5.保健・
医療・福
祉及び社
会に関す
る最新の
知識・技
術を主体
的・継続
的に学び、
実践の質
を向上さ
せる

N.倫理的課題
に対応する

68
地域における弱い立場にある（支援を求めない/求めることがでな
い）人々の尊厳と人権を擁護する

Ⅰ

69
集団・組織の健康・安全と個人の人権との間で起こる倫理的問題
について対応する

Ⅱ

70
保健師活動の基本理念としての社会的正義・公正に基づき、支援
を行う

Ⅱ

71 地域の人々の生活と文化に配慮した活動を行う Ⅰ

72
地域の人々のプライバシー権の侵害となる個人情報や組織の情報
の保護・保存に配慮した情報の管理を行う

Ⅰ

O.研究の成果
を活用する

73 保健師活動に研究の成果を活用する Ⅲ

74
経済的状況を含めた社会情勢と地域の健康課題の関係性を踏まえ
て保健師活動の研究・開発を行う

Ⅲ

P.継続的に学
ぶ

75 社会情勢・知識・技術を主体的、継続的に学ぶ Ⅰ

76 組織としての人材育成方策を理解・活用する Ⅳ

Q.保健師とし
ての責任を果
たす

77 保健師として活動していくための自己の課題を明確にする Ⅰ
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保健師に求められる実践能力と卒業時の到達目標と到達度（改正案）



 
 

保健師助産師看護師学校養成所指定規則 

 

別表一 改正案（第二条関係）  

教 育 内 容 単 位 数 備 考 

公衆衛生看護学 

公衆衛生看護学概論 

個人・家族・集団・組織の支援 

公衆衛生看護活動展開論 

公衆衛生看護管理論 

疫学 

保健統計学 

保健医療福祉行政論 

臨地実習 

公衆衛生看護学実習 

個人・家族・集団・組織の支援 

実習  

  公衆衛生看護活動展開論実習 

  公衆衛生看護管理論実習  

１８（１６） 

２ 

 

１６（１４） 

 

２ 

２ 

４（３） 

５ 

５ 

２ 

 

３ 

 

 

 

 

健康危機管理を含む。 

 

 

 

 

保健所・市町村での実習を含む。

継続した指導を含む。 

合 計 ３１（２８）  

 

備考 一 単位の計算方法は、大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）第二十一

条第二項の規定の例による。 

   二 看護師学校養成所のうち第四条第一項に規定する課程を設けるものと併せて指

定を受け、かつ、その学生又は生徒に対し一の教育課程によりこの表及び別表三に

掲げる教育内容を併せて教授しようとするものにあつては、括弧内の数字による

ことができる。 

   三 複数の教育内容を併せて教授することが教育上適切と認められる場合において、

臨地実習五単位以上及び臨地実習以外の教育内容二十六単位以上であるときは、

この表の教育内容ごとの単位数によらないことができる。  

 

表２ 



教育の基本的考え方

1) 個人・家族・集団・組織を含むコミュニティ（共同体）を地域とし、個人の状況も踏まえつつ地域及び地域を構成する人々の心身の健康並びに疾
病・障害の予防、発生、回復及び改善の過程を多角的・系統的かつ予測的に捉えてアセスメントし、顕在・潜在している地域の健康課題を明確に
し、解決・改善策を計画・立案・実施・評価する能力を養う。

2) 地域の人々が、自らの健康状態を認識し、健康の保持増進を図ることができるよう予防的アプローチも含めて支援するとともに、自主的に社会資
源を活用できるよう支援し評価する能力を養う。

3) 広域的視点も踏まえて、平常時から健康危機管理の体制を整備し、健康危機の発生時から発生後の健康課題を早期に発見し迅速かつ組織的に対応
する能力を養う。

4) 地域の健康水準を高めるために、保健・医療・介護・福祉サービスを調整し活用する能力及び地域の健康課題の解決に必要な事業化や施策化、社
会資源の活用・開発・管理及びケアシステムの構築を行う能力を養う。

5) 保健・医療・介護・福祉に関する最新の知識・技術を主体的かつ継続的に学ぶことにより実践の質を向上させ、社会情勢の動向を的確に捉え、社
会的正義・公正に基づき、倫理的問題に対応する能力を養う。

看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン 別表１
保健師教育の基本的考え方、留意点等（改正案）

教育内容 単位数 留意点

公衆衛生看護学 18

公衆衛生看護学概論 2 個人・家族・集団・組織を含むコミュニティ（共同体）及び地域を構成する人々の集合体の
健康増進・改善を目指すアプローチの基本的な考え方を学ぶ内容とする。

個人・家族・集団・組織の支援

16

個人・家族の健康及び生活実態や疫学データ、保健統計から地域をアセスメントし、顕在
化・潜在化した健康課題を明確にする方法を学ぶ内容とする。

健康課題への支援を計画・立案し、継続訪問や社会資源の活用等による実践プロセスを演習
を通して学ぶ内容とする。

人々の健康行動の特性及び効果的な介入方法と技術を学ぶ内容とする。

集団における教育方法や集団力学等を学ぶ内容とする。

公衆衛生看護活動展開論 地域の人々や医療・福祉等の他職種との協働・マネジメントを学ぶ内容とする。

ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの連動による活動の展開を学ぶ内容と
する。

産業保健・学校保健における活動の展開を演習を通して学ぶ内容とする。

公衆衛生看護管理論 社会の構造・機能、組織等の理解等、施策化の基盤となる内容を含むこととする。

健康危機管理について事例を用いた演習を通して学ぶ内容とする。

疫学 2 公衆衛生看護活動を展開するうえで、基盤となる疫学調査・分析、活用方法について学ぶ内
容とする。

保健統計学 2 公衆衛生看護活動における統計学の基礎、情報処理技術及び統計情報とその活用方法につい
て演習を通して学ぶ内容とする。

保健医療福祉行政論 4 保健・医療・介護・福祉施策の企画及び評価について学ぶ内容とする。

調査で明らかにされた生活環境が人々に及ぼす健康上の影響など、健康に係る社会問題を解
決する政策形成過程に活かす方法を学ぶ内容とする。

政策形成過程について事例を用いた演習を通して学ぶ内容とする。

臨地実習 5

公衆衛生看護学実習 5
保健所・市町村に加え、産業保健、学校保健を含む多様な場で学生が主体的に取り組むこと
ができる実習を行う。

個人・家族・集団・組織の支援実習 2 地域の社会資源を活用し、生活を支援する実習とする。

訪問や相談を含めた保健指導を通して、地域の健康課題とその解決のためのプロセスを理解
することができる実習とする。

訪問を含めた継続的な保健指導を通して、個人・家族への支援を評価できる実習とする。

公衆衛生看護活動展開論実習 個人と地域全体を連動させながら捉え、地域全体に対してPDCAを展開する過程を学ぶ実習と
する。

3

公衆衛生看護管理論実習 地域住民、関係機関や医療・介護・福祉の他職種と協働しながら事業化した事例の実際を学
ぶ実習とする。

公衆衛生看護活動の管理や評価、健康危機管理の体制について学ぶ実習とする。

総 計 31

表３


